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1. はじめに 
わが国は地震大国と呼ばれるほど、地震が多

数発生している。2011 年 1 月 1 日～2011 年 12 月

31 日の 1 年間での都道府県別の年間地震発生件

数は気象庁データベースによると、大阪府で 44
回、滋賀県で 56 回など、月 3~5 回発生している

ことが記録されている。  このような事実や、

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災の影響

もあり、欧米諸国で開発された BCM(Business 
Continuity Management：事業継続マネジメント)
が日本でも重要視されるようになってきた。

BCM とは、あらゆる状況において事業を継続さ

せるためのマネジメント手法のことであり、そ

れに向けた計画書策定の手順として以下の 7 項目

がある[1]。 
① BCP の方向付け 
② 事業への影響を探る 
③ リスクへの対応 
④ 継続戦略の立案 
⑤ 緊急時の 2 つの対応計画 
⑥ BCP の文書化 
⑦ BCP の検証 
BCP(Business Continuity Plan：事業継続計画)と

はBCMを具体化するための行動計画のことであ

る。効果的なBCPを作成するためには、各企業に

起こりうる状況を的確に予測し、一般社員を巻

き込み、具体的な対策を持続的に作成・見直す

ことが重要である。しかし多くの企業では、こ

れらのことができていない。全社員が災害時対

応を意識するためには、日常業務の中で「今、

災害が起こったら何をするか、何をすべきか、

何をしてはいけないか」を具体的に考えること

が重要である。特に社外にいる社員の場合には、

置かれている状況が多岐にわたるため、会社か

らの指示が途切れる状況での判断は難しい。 
 本研究では、各企業で年数回行われている避

難訓練において、外出中社員に対しシステムか

ら災害時行動を問いかけることで、社員の行動

パターンを調べるとともに、その結果をBCPに反

映させ、社員に徹底することを目指す。GPSによ

り外出中社員のおおよその位置と状況を推定し、

その状況に応じたアンケートをスマートフォン

に送り、社員の回答を集計する。社員に対応行

動を考えさせ、好ましい行動を教示することで、

社員の防災意識を高めることができる。 
なおBCP策定に関するマニュアルを内閣府が

「事業継続ガイドライン 第二版」として発行し

ているが、そこには外出中社員に関する記述は

ない[2]。東日本大震災においては、東京を中心

に帰宅困難者の問題が数多く報道された。これ

は企業が社員に適切な対応行動を指示できなか

ったために、個人が判断をせざるをえなかった

ことによる。本研究の意義は、このような状況

の改善にある。 

2.  BCP について 
2.1 PDCA サイクル  

BCP 導入から BCP の運営、実施においては、

PDCA サイクルによって、継続的・段階的に

BCP を改訂、改善することが効果的であり、現

実的である。一度作成した BCP も、継続的にリ

スクヘッジやビジネスインパクト分析を実施し

続けることが重要である。本研究は、継続的見

直しの支援を行うものと位置づけられる。 
2.2 災害時の状況進展シミュレーションに基づ

く企業損害額推定システム [3] 
従来研究の例として、川村・仲谷らの研究は、

既存の防災マニュアルでは具体的な被害想定の

分析や対策が不十分である点に着目した。そこ

では損害補償という保険の観点を導入し、被災

損害予想額をシステムが推定し提示する。また

優先的に対策を行うべき対象の判断と、具体的

な対策のスケジューリングを支援する。 
このように BCP 策定前にシステムが支援する

研究はいくつかあるが、BCP 改定を支援するも
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のはほとんどない。本研究では BCP の初版を企

業が策定した後に、本システムの利用によって

継続的に改定する作業を主要な支援対象とする。 

3. システム概要 
 本システムは GPS 端末を搭載したアンドロイ

ドアプリとし、企業の防災訓練時に使用するこ

とを目的とする。その理由は以下の 2 点であり、 
① 本来は日常的企業活動の中で抜き打ちに調

査をすることが望ましいが、回答が業務に

与える影響を考えると、訓練の時期に限定

することが好ましい。 
② 現在のアンドロイドケータイでは、長時間

に及ぶ GPS 起動は電池の消耗が激しい 
 あらかじめ決めたタイミングの GPS データに

基づいて社員の置かれた状況を推定し、状況に

マッチした質問を提供する。これによって訓練

に対する社員への煩わしさを軽減できる。社員

からのアンケート回答に基づいて、システムは

BCP の関連項目を検出して策定委員会に提示す

る。例えば、社員が「客先にたどり着けなかっ

た場合、予算調達に影響が出る。」と回答する

と、BCP の財務項目を検出する。策定委員会は

このような回答が適切なものかどうかを判断し、

必要に応じて BCP を見直す。これが PDCA サイ

クルの C・A に当たる。また自分たちの意見が会

社の BCP 策定に反映されるという観点から、各

社員の防災意識向上にもつながる。 
3.1 開発環境及びシステム機能 

本システムは、防災訓練時や平常時において、

外出していると判断される社員に対し、システ

ムが外出中社員の状況に応じた質問やアンケー

トを提示する。各社員に、その状況で地震が発

生したときにとりうる可能性のある行動を回答

してもらう。その結果や問題点は、BCP 策定委

員会にフィードバックされ、BCP の改定に役立

てられる。 
開発環境として現在飛躍的に普及しているス

マートフォンを用いる。まずシステムが GPS 機
能を用いて自社との距離を測定する。一定の距

離が離れたら、外出中と判断して本アプリが起

動する。その後 GPS データに基づき、現在移動

中か、車か電車かなどの判断を行う。この判断

を基に、その社員の状況に応じた災害シナリオ

を作成し、アンケートを表示する。災害シナリ

オは、一般的に想定される状況や過去の災害事

例に基づいて作成する。社員はシナリオ状況で

自分がとるであろう行動を考え回答する。回答

は選択式であるが、想定外の対応行動も把握で

きるように、自由回答欄も用意する。これらの

システムイメージを図 1 に示す。 
システムは外出中社員の全回答を集計する。

それらのデータはアンケート回答 DB に記録され、

社員にフィードバックされる。こうすることで、

他者がどのように対応するのかを参考にできる

とともに、回答通りの行動を他者がとった場合

に起こる状況への想像を促し、自身の行動を再

検討させ、防災意識を向上させることを図る。 
3.2 アンケート 

GPS データから、ある社員が現在電車で移動

していると推定される場合、以下のようなシナ

リオが自動生成され、アンケートが示される。 

問) （GPS データから判断して）あなたは今外出

中ですね？ 電車の中ですね？ 
回答) はい。 
問) 今のあなたの状況で地震が発生した場合どの

ような対応を行いますか？ 地震の影響のため、

電車は止まり、電車内に閉じ込められる可能

性もあります。 
選択肢 a) 別の交手段を使い自分の考えで営業

先に行く 
選択肢 b) 上司に対応の仕方を仰ぐ 
選択肢 c)  同僚に行動を相談する 

回答) 選択肢 b 

4. あとがき 
 本システムでは、外出中の社員に対し行動状

況に基づいた教育システムを提案した。現在構

想段階である本研究のシステムを構築させ、評

価実験を行うことを今後の課題とする。 

参考文献 
[1] 昆正和:新版 実践 BCP 策定マニュアル-事業継続マネ

ジメントの基礎、株式会社 オーム社、2009. 
[2] 事業継続計画策定促進方策に関する検討会 内閣府

防災担当：事業継続ガイドライン第二版–わが国企

業の減災と災害対応の向上のために -、2009、
http://www.bousai.go.jp/MinkanToShijyou/guideline02.p
df 

[3] 川村誠吾、仲谷善雄: 災害時の状況シミュレーショ

ンに基づく企業損害額推定システム、第 72 回処理

学会全国大会論文集、pp.4-723～4-724、2010 

図 1 システムイメージ 

Copyright     2012 Information Processing Society of Japan.
All Rights Reserved.4-594

情報処理学会第74回全国大会


